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回次
第89期

第１四半期連結
累計期間

第90期
第１四半期連結

累計期間
第89期

会計期間
自2021年４月１日
至2021年６月30日

自2022年４月１日
至2022年６月30日

自2021年４月１日
至2022年３月31日

売上高 （千円） 12,274,161 10,729,995 49,061,146

経常利益 （千円） 1,128,059 80,352 3,285,825

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 1,024,268 29,315 2,835,168

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 931,585 777,026 2,770,811

純資産額 （千円） 16,920,989 19,391,176 18,697,470

総資産額 （千円） 45,369,231 44,028,113 42,940,722

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 49.17 1.41 136.11

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 37.3 44.0 43.5

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

　　　２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において判断したものであります。

（１）財政状態及び経営成績の状況

　当社グループの当第１四半期連結累計期間における売上高は、主に新型コロナウイルスの感染影響が依然とし

て続く中、ウクライナ侵攻による更なる半導体供給不足やサプライチェーンの混乱による顧客の生産調整の影響

を受け、107億29百万円と前年同期に比べ15億44百万円（12.6％）の減少となりました。

　利益面におきましては、営業利益は、売上高減少影響に加え原材料価格およびエネルギー価格の高騰等によ

り、１億４百万円の損失（前年同期は11億２百万円の利益）となりました。また営業外収益として為替差益１億

42百万円を計上したことにより、経常利益は80百万円（前年同期比92.9％の減少）、親会社株主に帰属する四半

期純利益は29百万円（前年同期比97.1%の減少）となりました。

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

＜ユニット事業＞

　売上高は、主に日本およびアジア拠点での半導体供給不足やサプライチェーンの混乱による顧客の生産調整の

影響により67億94百万円（前年同期比14.8％の減少）となりました。セグメント利益につきましては、売上減少

影響に加え原材料価格およびエネルギー価格の高騰により１億９百万円の損失（前年同期は８億12百万円の利

益）となりました。

＜部品事業＞

　売上高は、主に日本および米国拠点での半導体供給不足による顧客の生産調整の影響により39億26百万円（前

年同期比8.4％の減少）となりました。セグメント利益につきましては、売上減少影響に加え原材料価格および

エネルギー価格の高騰により１百万円の損失（前年同期は２億72百万円の利益）となりました。

＜その他＞

　セグメント利益につきましては、６百万円の利益（前年同期比62.7%の減少）となりました。

　当第１四半期連結会計期間末における総資産は、主に棚卸資産と現金及び預金の増加により、前期末に比べ10

億87百万円増加し、440億28百万円となりました。

　負債につきましては、主に借入金の増加により、前期末に比べ３億93百万円増加し、246億36百万円となりま

した。

　純資産につきましては、主に為替換算調整勘定の増加により、前期末に比べ６億93百万円増加し、193億91百

万円となりました。

（２）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　当第１四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営

成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重

要な変更はありません。

（３）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

（４）優先的に対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。
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（５）財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当第１四半期連結累計期間において、当社の財務及び事業の方針を決定する者の在り方に関する基本方針につ

いて重要な変更はありません。

（６）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、２億74百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2022年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2022年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 23,396,787 23,396,787
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 23,396,787 23,396,787 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2022年４月１日～

2022年６月30日
－ 23,396,787 － 3,500,000 － 1,812,751

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができませんので、直前の基準日（2022年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

2022年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,566,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 20,814,000 208,140 －

単元未満株式 普通株式 16,287 － －

発行済株式総数 23,396,787 － －

総株主の議決権 － 208,140 －

①【発行済株式】

　　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,800株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数18個が含まれております。

2022年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈱ユニバンス 静岡県湖西市鷲津2418 2,566,500 － 2,566,500 10.97

計 － 2,566,500 － 2,566,500 10.97

②【自己株式等】

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,977,187 3,423,658

受取手形及び売掛金 9,709,575 9,801,527

製品 1,322,239 1,336,297

仕掛品 1,611,679 1,706,805

原材料及び貯蔵品 3,277,964 3,695,006

その他 2,371,730 2,003,828

貸倒引当金 △7,150 △6,559

流動資産合計 21,263,226 21,960,565

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 15,963,348 16,433,047

減価償却累計額及び減損損失累計額 △10,833,130 △11,025,193

建物及び構築物（純額） 5,130,218 5,407,853

機械装置及び運搬具 74,051,094 75,744,523

減価償却累計額及び減損損失累計額 △65,197,552 △66,844,326

機械装置及び運搬具（純額） 8,853,542 8,900,196

工具、器具及び備品 5,900,693 6,159,836

減価償却累計額 △5,471,983 △5,637,131

工具、器具及び備品（純額） 428,710 522,705

土地 2,334,930 2,352,684

リース資産 95,653 101,357

減価償却累計額 △53,659 △59,976

リース資産（純額） 41,993 41,380

建設仮勘定 914,039 774,878

有形固定資産合計 17,703,434 17,999,699

無形固定資産 843,838 982,888

投資その他の資産

投資有価証券 2,745,405 2,700,646

繰延税金資産 274,073 285,738

その他 110,743 98,574

投資その他の資産合計 3,130,222 3,084,959

固定資産合計 21,677,496 22,067,547

資産合計 42,940,722 44,028,113

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,868,569 5,899,923

短期借入金 3,334,081 3,444,032

未払金 1,747,264 1,747,115

未払費用 981,166 1,020,435

リース債務 18,523 23,875

未払法人税等 558,459 240,809

賞与引当金 730,291 1,057,060

役員賞与引当金 9,000 11,361

製品保証引当金 2,030,769 2,084,854

その他 716,163 560,566

流動負債合計 15,994,289 16,090,035

固定負債

長期借入金 3,638,824 3,940,705

リース債務 25,987 41,699

繰延税金負債 834,269 802,126

役員退職慰労引当金 96,105 96,105

資産除去債務 180,794 180,877

退職給付に係る負債 3,471,915 3,484,410

その他 1,065 976

固定負債合計 8,248,962 8,546,900

負債合計 24,243,252 24,636,936

純資産の部

株主資本

資本金 3,500,000 3,500,000

資本剰余金 2,172,602 2,172,602

利益剰余金 11,773,289 11,719,284

自己株式 △692,664 △692,664

株主資本合計 16,753,227 16,699,222

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 971,995 942,501

為替換算調整勘定 930,438 1,705,875

退職給付に係る調整累計額 41,808 43,577

その他の包括利益累計額合計 1,944,243 2,691,954

純資産合計 18,697,470 19,391,176

負債純資産合計 42,940,722 44,028,113
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年６月30日)

売上高 12,274,161 10,729,995

売上原価 9,864,619 9,400,924

売上総利益 2,409,541 1,329,070

販売費及び一般管理費

運賃及び荷造費 253,450 229,764

人件費 613,260 650,905

減価償却費 61,085 72,072

賞与引当金繰入額 65,325 87,092

退職給付費用 15,136 14,844

その他 298,655 378,670

販売費及び一般管理費合計 1,306,913 1,433,349

営業利益又は営業損失（△） 1,102,627 △104,279

営業外収益

受取利息 545 787

受取配当金 28,067 50,298

受取賃貸料 2,415 2,798

為替差益 － 142,022

受取補償金 108,923 180

雇用調整助成金 676 －

その他 31,345 12,820

営業外収益合計 171,974 208,907

営業外費用

支払利息 28,484 18,315

外国源泉税 33,055 2,037

為替差損 81,407 －

その他 3,594 3,921

営業外費用合計 146,542 24,275

経常利益 1,128,059 80,352

特別利益

固定資産売却益 18,065 3,884

その他 － 39

特別利益合計 18,065 3,923

特別損失

固定資産除却損 3,449 13,538

特別損失合計 3,449 13,538

税金等調整前四半期純利益 1,142,675 70,738

法人税等合計 118,407 41,422

四半期純利益 1,024,268 29,315

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,024,268 29,315

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

- 10 -



（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年６月30日)

四半期純利益 1,024,268 29,315

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 73,064 △29,493

為替換算調整勘定 △164,544 775,436

退職給付に係る調整額 △1,204 1,768

その他の包括利益合計 △92,683 747,711

四半期包括利益 931,585 777,026

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 931,585 777,026

非支配株主に係る四半期包括利益 － －

【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（追加情報）

　（会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響に関する仮定）

　当第１四半期連結累計期間において、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した会計上の見積りを行う上で

の新型コロナウイルス感染症の影響に関する仮定について重要な変更はありません。

前連結会計年度
　（2022年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
　（2022年６月30日）

コミットメントライン契約の総額

借入実行残高

－ 千円

－

3,000,000 千円

－

　　差引額 － 3,000,000

（四半期連結貸借対照表関係）

　当社は、財務基盤の安定性確保及び運転資金の効率的な調達を目的として、取引銀行との間でコミットメン

トライン契約を締結しております。当第１四半期連結会計期間末におけるコミットメントライン契約に係る借

入未実行残高は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年６月30日）

減価償却費 899,871 千円 861,682 千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１

四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月25日

定時株主総会
普通株式 41,661 ２  2021年３月31日  2021年６月28日 利益剰余金

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月24日

定時株主総会
普通株式 83,321 ４  2022年３月31日  2022年６月27日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自2021年４月１日　至2021年６月30日）

配当金支払額

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自2022年４月１日　至2022年６月30日）

配当金支払額
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（単位：千円）

報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３

ユニット

事業
部品事業 計

売上高

外部顧客への売上高 7,976,979 4,285,529 12,262,509 11,651 12,274,161 － 12,274,161

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － 112,427 112,427 △112,427 －

計 7,976,979 4,285,529 12,262,509 124,078 12,386,588 △112,427 12,274,161

セグメント利益 812,302 272,766 1,085,069 16,469 1,101,538 1,089 1,102,627

（単位：千円）

報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３

ユニット

事業
部品事業 計

売上高

外部顧客への売上高 6,794,941 3,926,259 10,721,201 8,794 10,729,995 － 10,729,995

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － 102,465 102,465 △102,465 －

計 6,794,941 3,926,259 10,721,201 111,259 10,832,460 △102,465 10,729,995

セグメント利益又は損

失（△）
△109,814 △1,693 △111,507 6,149 △105,358 1,079 △104,279

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自2021年４月１日　至2021年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物流事業および工場附帯

サービス事業等を含んでおります。

　　　　　２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去およびセグメント間未実現利益消去であります。

　　　　　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自2022年４月１日　至2022年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物流事業および工場附帯

サービス事業等を含んでおります。

　　　　　２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去およびセグメント間未実現利益消

去であります。

　　　　　３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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報告セグメント
その他

（注）１
合計

ユニット
事業

部品事業 計

日本 2,684,984 3,364,330 6,049,314 11,651 6,060,966

北米 395,159 818,229 1,213,388 － 1,213,388

アジア 4,896,835 102,970 4,999,805 － 4,999,805

顧客との契約から生じ
る収益 7,976,979 4,285,529 12,262,509 11,651 12,274,161

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 7,976,979 4,285,529 12,262,509 11,651 12,274,161

報告セグメント
その他

（注）１
合計

ユニット
事業

部品事業 計

日本 2,318,093 2,878,687 5,196,781 8,794 5,205,575

北米 675,998 896,778 1,572,776 － 1,572,776

アジア 3,800,850 150,792 3,951,643 － 3,951,643

顧客との契約から生じ
る収益 6,794,941 3,926,259 10,721,201 8,794 10,729,995

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 6,794,941 3,926,259 10,721,201 8,794 10,729,995

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第１四半期連結累計期間（自2021年４月１日　至2021年６月30日）

（単位：千円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物流事業および工場附帯

サービス事業等を含んでおります。

２．販売元の所在地を基礎とし、セグメント間の内部取引控除後の金額を表示しております。

３．本邦以外の区分に属する主な国々又は地域

(1) 北米…………アメリカ

(2) アジア………インドネシア、タイ

当第１四半期連結累計期間（自2022年４月１日　至2022年６月30日）

（単位：千円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物流事業および工場附帯

サービス事業等を含んでおります。

２．販売元の所在地を基礎とし、セグメント間の内部取引控除後の金額を表示しております。

３．本邦以外の区分に属する主な国々又は地域

(1) 北米…………アメリカ

(2) アジア………インドネシア、タイ
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前第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年６月30日）

１株当たり四半期純利益 49円17銭 １円41銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 1,024,268 29,315

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益（千円）
1,024,268 29,315

普通株式の期中平均株式数（千株） 20,830 20,830

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2022年８月12日

株式会社ユニバンス

取締役会　御中

有 限 責 任  あ ず さ 監 査 法 人

名古屋事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　公認会計士 金原　正英

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　公認会計士 杉浦　章裕

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ユニバ

ンスの2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022年６

月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行

った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ユニバンス及び連結子会社の2022年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な

点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。



（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四

半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と

して存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸

表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上


